
 

― 記者発表資料 ― 

令和８年１０月２８日 

日 本 下 水 道 事 業 団 

 

工事費内訳書等の記載項目の追加と労務費ダンピング調査について 

 

日本下水道事業団（ＪＳ）は、担い手を確保し建設業を持続可能なものとするた

めの「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」第12条及び第13条の

改正を踏まえ、労務費等が明示された入札金額の内訳を工事費内訳書等に記載する

ことを求めます。また、記載項目について労務費ダンピング調査を実施します。 

 

 

1. 工事費内訳書等の記載項目について 

 

工事費内訳書（別紙）様式（記載要領含む）及び工事費内訳書（別紙）の提出要領の

（案）は次項以降に添付する（後日 HP で公開予定） 

（次項に続く） 

対象工事 

原則として全ての工事を対象とする。 

 

記載項目の追加内容 

入札金額の内訳として労務費 ・材料費 ・法定福利費 ・安全衛生費 ・建設業退職

金共済契約に係る掛金（以下「労務費等」という。）を追加する。 

 

提出方法 

新様式の工事費内訳書（別紙）に労務費等を内訳として記載し、これまで入札時に

提出していた工事費内訳書に添付して提出する。 

なお、再度以降（初度で落札に至らない場合）の入札等においては、落札候補者又

は落札者（以下「落札候補者等」という。）が、労務費等の内訳を記載した工事費

内訳書（別紙）を提出する。 

 

建設 Gメンへの通報等について 

工事費内訳書（別紙）が提出されない場合及び内容に不備がある等の場合は、原則

として書面により注意喚起・警告を行い、国土交通省が設置する建設Ｇメンへの通

報を行う。 

 

摘要 

令和9年1月26日以降に公告する工事から適用する。（予定） 



 

2. 労務費ダンピング調査の実施について 

 

労務費ダンピング調査実施要領の（案）は次項以降に添付する（後日 HP で公開予定） 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

事業統括部技術監理課 

技術監理課長 米澤 啓太 

TEL: 03-6892-2011 

 

対象 

原則として一般競争入札方式における工事の入札時に実施する。 

 

調査の概要 

落札候補者又は落札者（以下「落札候補者等」という。）の応札額のうち直接工事

費について、労務費や材料費等が適切に確保されているかを確認するため、落札候

補者等の直接工事費が一定水準額（JS）以上であるかを審査する。なお、落札候補

者等の直接工事費が一定水準額（JS）未満となる場合は、書面で理由を確認する。 

 

〇一定水準額（JS） 

土木工事、機械設備工事、電気設備工事：直接工事費（JS）×0.97  

建築・建築機械・建築電気工事：直接工事費（JS）×0.9×0.97 

※ 複数工種が含まれる工事（合体工種工事）においては、工事に含まれる工種ご

との直接工事費を審査する。（例：土木、機械の合体工種の場合は、それぞれ

の工種の直接工事費を確認する） 

 

建設 Gメンへの通報等について 

回答書の提出が無い又は理由が合理的でない等の場合は、原則として書面により注

意喚起・警告を行い、国土交通省が設置する建設Ｇメンへの通報を行う。 

 

摘要 

令和9年1月26日以降に公告する工事から適用する。（予定） 



工事区分・工種・種別・細別 単位 数量 金額 備考 種目・科目・中科目 単位 数量 金額

1 ___直接工事費計 - - 1 __直接工事費計 - -

2 直接工事費のうち材料費 式 1 2 直接工事費のうち材料費 式 1

3 直接工事費のうち労務費 式 1 3 直接工事費のうち労務費 式 1

4 ___共通仮設費計 - - 4 __共通仮設費計 - -

5 __純工事費 - - 5 _小計（純工事費） - -

6 __現場管理費 - - 6 __現場管理費計 - -

7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1 7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1

8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1 8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1

9 _工事原価 - - 9 現場管理費のうち安全衛生経費 式 1

10 工事原価のうち安全衛生経費 式 1 10 _計（工事原価） - -

11 _一般管理費等 - - 11 _一般管理費等計 - -

12 土木工事本工事費計 - - 12 工事費計 - -

13 工事価格 - - 13 建築本工事費計 - -

14 消費税相当額 式 1 14 工事価格 - -

15 本工事費計 - - 15 消費税相当額 - -

16 本工事費計 - -

※ 建築・建築機械・建築電気のうち、複数工種を含む場合は、各工種の合計値を表に記載して下さい。

費目・工種・種別・細別 単位 数量 金額 費目・工種・種別・細別 単位 数量 金額

1 __機器費計 式 1 1 _機器費計 式 1

2 ___直接工事費計 式 1 2 ___直接工事費計 式 1

3 直接工事費のうち材料費 式 1 3 直接工事費のうち材料費 式 1

4 直接工事費のうち労務費 式 1 4 直接工事費のうち労務費 式 1

5 ___間接工事費計（共通仮設費・現場管理費・据付間接費） - - 5 ___間接工事費計（共通仮設費・現場管理費・据付間接費） - -

6 _____うち現場管理費 式 1 6 _____うち現場管理費 式 1

7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1 7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1

8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1 8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1

9 __据付工事原価計 - - 9 __据付工事原価計 - -

10 __設計技術費 式 1 10 __設計技術費 式 1

11 _計（工事原価） - - 11 _計（工事原価） - -

12 工事原価のうち安全衛生経費 式 1 12 工事原価のうち安全衛生経費 式 1

13 _一般管理費等 式 1 13 _一般管理費等 式 1

14 工事費計 - - 14 工事費計 - -

15 機械設備本工事費計 - - 15 電気設備本工事費計 - -

16 工事価格 - - 16 工事価格 - -

17 計 - - 17 計 - -

18 消費税相当額 - - 18 消費税相当額 - -

19 本工事費計 - - 19 本工事費計 - -

費目 費目 金額

1 土木工事本工事費計
工事価格

（各工種計）

2 建築工事本工事費計 消費税相当額

3 機械工事本工事費計 本工事費

4 電気工事本工事費計

複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です。（単体工種の場

合は記載して下さい。）

複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です（単体工種の場合

は記載して下さい。）

複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です（単体工種の場合

は記載して下さい。）

本工事費内訳書（別紙） 

土木工事  ［土木工事を含む□］［土木工事を含まない□］ 建築工事（建築・建築機械・建築電気）［建築工事を含む□］［建築工事を含まない□］

機械設備工事［機械工事を含む□］［機械工事を含まない□］ 電気設備工事［電気工事を含む□］［電気工事を含まない□］

複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です（単体工種の場合

は記載して下さい。）

複数工種が含まれる工事（合体工種工事）の場合
金額

※１ 複数工種が含まれる工事（合体工種工事）においては、工事に含まれる工種すべてについて提出すること。 各工種の[含む□][含まない□]にチェックを入れること。
  （例：土木主体の工事に機械工種が含まれる場合は、土木と機械の内訳書を提出する）。
※２ 内訳書には、材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事業主負担額をいう。）、安全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成二十八年法律第百十一号）第十条に規定する建設工事従事者の安全
   及び健康の確保に関する経費をいう。）並びに建設業退職金共済契約（中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六十号）第二条第五項に規定する特定業種退職金共済契約のうち、建設業に係るものをいう。）に係る掛金を明示するものとする。
   注） 「健康保険料等」とは、健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料及び労働者災害補償保険料をいう。

3

（案）



1 労務費について
工事の施工に直接携わる労働者に対して支払われる、労働者本人が受け取るべき賃金の原資となる費用です。
基本給相当額（基本給、出来高給）、各職種の通常の作業条件及び作業内容の労働に対する手当（家族手当、通勤手当、
地域手当、住宅手当、現場手当、技能手当、精勤手当等）、実物給与（通勤用定期、食事の支給）、臨時給与（賞与、
臨時の賃金、退職金）が含まれます。
法定福利費（雇用保険、健康保険・介護保険、年金保険・基金）のうち、被保険者負担分を含みます。それ以外の費用は含まれません。
なお、再下請をする場合は、再下請先の労働者分についても計上した上で、再下請先に適切に支払うことが必要です。

2 材料費について
 工事の施工に直接使用される材料の調達費用を指します。工事の完成に直接的に投入される材料の費用です。

 なお、再下請先が材料費を必要とする場合には、その分も計上した上で、再下請先に適切に支払うことが必要です。

3 法定福利費の事業主負担分について
健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料のうち、現場労働者の事業主負担分を指します。
※本人負担分は除いてください

4 建退共制度の掛金について
建設業退職金共済制度の掛金を支払うために必要な経費です。

5 安全衛生経費について
労働安全衛生法等に基づく労働災害防止対策に必要な経費です。
安全衛生経費は、元下間の安全衛生経費に関する認識のずれが生じる等により、適切な安全衛生経費の確保がなされないおそれがあります。
このため、安全衛生経費について、建設工事の工種、工事規模、施工場所等により異なることに十分留意しつつ、必要な
安全衛生経費をできる限り明確にする必要があります。
※ 参考：国土交通省 建設工事における安全衛生経費の適切な支払いに向けて （webサイト）

本工事費内訳書（別紙） 本ページは提出時には印刷不要です
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工事区分・工種・種別・細別 単位 数量 金額 備考 種目・科目・中科目 単位 数量 金額

1 ___直接工事費計 - - 〇〇〇 1 __直接工事費計 - -

2 直接工事費のうち材料費 式 1 〇〇〇 2 直接工事費のうち材料費 式 1

3 直接工事費のうち労務費 式 1 〇〇〇 3 直接工事費のうち労務費 式 1

4 ___共通仮設費計 - - 〇〇〇 4 __共通仮設費計 - -

5 __純工事費 - - 〇〇〇 5 _小計（純工事費） - -

6 __現場管理費 - - 〇〇〇 6 __現場管理費計 - -

7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1 〇〇〇 7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1

8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1 〇〇〇 8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1

9 _工事原価 - - 〇〇〇 9 現場管理費のうち安全衛生経費 式 1

10 工事原価のうち安全衛生経費 式 1 〇〇〇 10 _計（工事原価） - -

11 _一般管理費等 - - 〇〇〇 11 _一般管理費等計 - -

12 土木工事本工事費計 - - 〇〇〇 12 工事費計 - -

13 工事価格 - - 〇〇〇 13 建築本工事費計 - -

14 消費税相当額 式 1 〇〇〇 14 工事価格 - -

15 本工事費計 - - 〇〇〇 15 消費税相当額 - -

16 本工事費計 - -

※ 建築・建築機械・建築電気のうち、複数工種を含む場合は、各工種の合計値を表に記載して下さい。

費目・工種・種別・細別 単位 数量 金額 費目・工種・種別・細別 単位 数量 金額

1 __機器費計 式 1 1 _機器費計 式 1

2 ___直接工事費計 式 1 2 ___直接工事費計 式 1

3 直接工事費のうち材料費 式 1 3 直接工事費のうち材料費 式 1

4 直接工事費のうち労務費 式 1 4 直接工事費のうち労務費 式 1

5 ___間接工事費計（共通仮設費・現場管理費・据付間接費） - - 5 ___間接工事費計（共通仮設費・現場管理費・据付間接費） - -

6 _____うち現場管理費 式 1 6 _____うち現場管理費 式 1

7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1 7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1

8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1 8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1

9 __据付工事原価計 - - 9 __据付工事原価計 - -

10 __設計技術費 式 1 10 __設計技術費 式 1

11 _計（工事原価） - - 11 _計（工事原価） - -

12 工事原価のうち安全衛生経費 式 1 12 工事原価のうち安全衛生経費 式 1

13 _一般管理費等 式 1 13 _一般管理費等 式 1

14 工事費計 - - 14 工事費計 - -

15 機械設備本工事費計 - - 15 電気設備本工事費計 - -

16 工事価格 - - 16 工事価格 - -

17 計 - - 17 計 - -

18 消費税相当額 - - 18 消費税相当額 - -

19 本工事費計 - - 19 本工事費計 - -

土木工事本工事費計
工事価格

（各工種計）

建築工事本工事費計 消費税相当額

機械工事本工事費計 本工事費

電気工事本工事費計

本工事費内訳書（別紙） 

複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です（単体工種の場合

は記載して下さい。）
複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です（単体工種の場合

は記載して下さい。）

複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です。（単体工種の場

合は記載して下さい。）

複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です（単体工種の場合

は記載して下さい。）

土木工事  ［土木工事を含む■］［土木工事を含まない□］ 建築工事（建築・建築機械・建築電気）［建築工事を含む□］［建築工事を含まない■］

機械設備工事［機械工事を含む□］［機械工事を含まない■］ 電気設備工事［電気工事を含む□］［電気工事を含まない■］

※１ 複数工種が含まれる工事（合体工種工事）においては、工事に含まれる工種すべてについて提出すること。 各工種の[含む□][含まない□]にチェックを入れること。
  （例：土木主体の工事に機械工種が含まれる場合は、土木と機械の内訳書を提出する）。
※２ 内訳書には、材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事業主負担額をいう。）、安全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成二十八年法律第百十一号）第十条に規定する建設工事従事者の安全
   及び健康の確保に関する経費をいう。）並びに建設業退職金共済契約（中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六十号）第二条第五項に規定する特定業種退職金共済契約のうち、建設業に係るものをいう。）に係る掛金を明示するものとする。
   注） 「健康保険料等」とは、健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料及び労働者災害補償保険料をいう。

複数工種が含まれる工事（合体工種工事）の場合

合体工種工事ではない場合＝例えば土木工事のみ
の工事の場合は
工事価格、消費税相当額、工事費計まで記入して
下さい。

建築工事の場合において、工事に建築と建築電気工事を含む場合
直接工事費を入力する場合には、建築工事の直接工事費と建築電気工事
の合計を入力して下さい。

初度の入札時等においては、工事費内訳書と工事費内訳書（別紙）の内容を整
合させてください。

ここは、複数工種が含まれる工事（合体工種工事）の場合に使用します。記
載要例（合体時）を参照して下さい。

合体工種工事以外の場合は、当該工事を構成する工種の
「〇工事を含むチェックを■として下さい。」

合体工種工事以外の場合は、当該工事を構成する工種の
「〇工事を含まないのチェックを■として下さい。」

合体工種工事以外の場合は、当該工事を構成する工種の
「〇工事を含むチェックを■として下さい。」ほかの工
種には 含まないに■をお願い致します。

記載例（共通編）

工事費内訳書（別紙）は
全工種同じ様式です
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工事区分・工種・種別・細別 単位 数量 金額 備考 種目・科目・中科目 単位 数量 金額

1 ___直接工事費計 - - 1 __直接工事費計 - - 〇〇〇

2 直接工事費のうち材料費 式 1 2 直接工事費のうち材料費 式 1 〇〇〇

3 直接工事費のうち労務費 式 1 3 直接工事費のうち労務費 式 1 〇〇〇

4 ___共通仮設費計 - - 4 __共通仮設費計 - - 〇〇〇

5 __純工事費 - - 5 _小計（純工事費） - - 〇〇〇

6 __現場管理費 - - 6 __現場管理費計 - - 〇〇〇

7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1 7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1 〇〇〇

8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1 8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1 〇〇〇

9 _工事原価 - - 9 現場管理費のうち安全衛生経費 式 1 〇〇〇

10 工事原価のうち安全衛生経費 式 1 10 _計（工事原価） - - 〇〇〇

11 _一般管理費等 - - 11 _一般管理費等計 - - 〇〇〇

12 土木工事本工事費計 - - 12 工事費計 - - 〇〇〇

13 工事価格 - - 13 建築本工事費計 - - 〇〇〇

14 消費税相当額 式 1 14 工事価格 - - −

15 本工事費計 - - 15 消費税相当額 - - −

16 本工事費計 - - −

※ 建築・建築機械・建築電気のうち、複数工種を含む場合は、各工種の合計値を表に記載して下さい。

費目・工種・種別・細別 単位 数量 金額 費目・工種・種別・細別 単位 数量 金額

1 __機器費計 式 1 〇〇〇 1 _機器費計 式 1 〇〇〇

2 ___直接工事費計 式 1 〇〇〇 2 ___直接工事費計 式 1 〇〇〇

3 直接工事費のうち材料費 式 1 〇〇〇 3 直接工事費のうち材料費 式 1 〇〇〇

4 直接工事費のうち労務費 式 1 〇〇〇 4 直接工事費のうち労務費 式 1 〇〇〇

5 ___間接工事費計（共通仮設費・現場管理費・据付間接費） - - 〇〇〇 5 ___間接工事費計（共通仮設費・現場管理費・据付間接費） - - 〇〇〇

6 _____うち現場管理費 式 1 〇〇〇 6 _____うち現場管理費 式 1 〇〇〇

7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1 〇〇〇 7 現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額 式 1 〇〇〇

8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1 〇〇〇 8 現場管理費のうち建退共制度の掛金 式 1 〇〇〇

9 __据付工事原価計 - - 〇〇〇 9 __据付工事原価計 - - 〇〇〇

10 __設計技術費 式 1 〇〇〇 10 __設計技術費 式 1 〇〇〇

11 _計（工事原価） - - 〇〇〇 11 _計（工事原価） - - 〇〇〇

12 工事原価のうち安全衛生経費 式 1 〇〇〇 12 工事原価のうち安全衛生経費 式 1 〇〇〇

13 _一般管理費等 式 1 〇〇〇 13 _一般管理費等 式 1 〇〇〇

14 工事費計 - - 〇〇〇 14 工事費計 - - 〇〇〇

15 機械設備本工事費計 - - 〇〇〇 15 電気設備本工事費計 - - 〇〇〇

16 工事価格 - - − 16 工事価格 - - −

17 計 - - − 17 計 - - −

18 消費税相当額 - - − 18 消費税相当額 - - −

19 本工事費計 - - 19 本工事費計 - -

土木工事本工事費計
工事価格

（各工種計）
〇〇〇

建築工事本工事費計 消費税相当額 〇〇〇

機械工事本工事費計 本工事費 〇〇〇

電気工事本工事費計

本工事費内訳書（別紙） 

複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です（単体工種の場合

は記載して下さい。）
複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です（単体工種の場合

は記載して下さい。）

複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です。（単体工種の場

合は記載して下さい。）

複数工種が含まれる工事（合体
工種工事）においては左の欄は
記入不要です（単体工種の場合

は記載して下さい。）

土木工事  ［土木工事を含む□］［土木工事を含まない■］ 建築工事（建築・建築機械・建築電気）［建築工事を含む■］［建築工事を含まない□］

機械設備工事［機械工事を含む■］［機械工事を含まない□］ 電気設備工事［電気工事を含む■］［電気工事を含まない□］

〇〇〇

〇〇〇

※１ 複数工種が含まれる工事（合体工種工事）においては、工事に含まれる工種すべてについて提出すること。 各工種の[含む□][含まない□]にチェックを入れること。
  （例：土木主体の工事に機械工種が含まれる場合は、土木と機械の内訳書を提出する）。
※２ 内訳書には、材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事業主負担額をいう。）、安全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成二十八年法律第百十一号）第十条に規定する建設工事従事者の安全
   及び健康の確保に関する経費をいう。）並びに建設業退職金共済契約（中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六十号）第二条第五項に規定する特定業種退職金共済契約のうち、建設業に係るものをいう。）に係る掛金を明示するものとする。
   注） 「健康保険料等」とは、健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料及び労働者災害補償保険料をいう。

複数工種が含まれる工事（合体工種工事）の場合

〇〇〇

-

合体工種工事の場合で、構成していない工種は金額を未記入とし、
「本工事を含まないのチェックを■として下さい。」

初度の入札時等においては、工事費内訳書と工事費内訳書（別紙）の内容を整
合させてください。

合体工種工事の場合はこの欄は「−」
として下さい。

工事費内訳書（別紙）は
全工種同じ様式です

合体工種工事の場合で、構成している工種は金額を記入する
「本工事を含むのチェックを■として下さい。」

記載例（合体工種編）
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令和８年１０月〇日 

 

工事費内訳書（別紙）の提出要領（入札説明書添付資料） 

 
１．はじめに 

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（以下「入契法」という。）につい

ては、令和７年 12 月 12 日に完全施行された。入契法第 12 条及び第 13 条の規定により、

建設業者は公共工事の入札時に材料費、労務費、法定福利費、安全衛生経費、並びに建設業

退職金共済契約に係る掛け金（以下「労務費等」という。）が明示された入札金額の内訳を

提出し、発注者はその提出された書類の内容の確認等必要な措置を講じなければならないと

されている。  

日本下水道事業団は、原則として全ての工事において工事費内訳書（別紙）により労務費

等が明示された入札金額の内訳を求めることとする。 

 

２．工事費内訳書（別紙）について 

入札説明書において、入札時に工事費内訳書の提出を求めている。これに加え、労務費等

の内訳を記載した工事費内訳書（別紙）を提出すること。 

 

なお、初度の入札時においては、当該入札における全ての競争参加者等に対し、工事費内

訳書及び工事費内訳書（別紙）の提出を求める。 

それ以降（再度の入札及び不落随契移行時の入札等の場合）においては、落札候補者又は

落札者（以下「落札候補者等」という。）に対し、落札時の入札額（本工事費）に対する工

事費内訳書（別紙）の提出を求める。（この場合は、工事費内訳書（別紙）のみを提出する） 

 

３．記載内容について 

材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事業主負担額をい

う。）、安全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成二十

八年法律第百十一号）第十条に規定する建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する経費

をいう。）並びに建設業退職金共済契約（中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六

7

（案）



2 
 

十号）第二条第五項に規定する特定業種退職金共済契約のうち、建設業に係るものをいう。）

に係る掛金を明示するものとする。 

注） 「健康保険料等」とは、健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育

て拠出金、雇用保険料及び労働者災害補償保険料をいう。 

 

１）労務費について 

工事の施工に直接携わる労働者に対して支払われる、労働者本人が受け取るべき賃金の

原資となる費用です。基本給相当額（基本給、出来高給）、各職種の通常の作業条件及び作

業内容の労働に対する手当（家族手当、通勤手当、地域手当、住宅手当、現場手当、技能

手当、精勤手当等）、実物給与（通勤用定期、食事の支給）、臨時給与（賞与、臨時の賃金、

退職金）が含まれます。 

法定福利費（雇用保険、健康保険・介護保険、年金保険・基金）のうち、被保険者負担

分を含みます。それ以外の費用は含まれません。 

なお、再下請をする場合は、再下請先の労働者分についても計上した上で、再下請先に

適切に支払うことが必要です。 

 

２）材料費について 

工事の施工に直接使用される材料の調達費用を指します。工事の完成に直接的に投入さ 

れる材料の費用です。なお、再下請先が材料費を必要とする場合には、その分も計上した 

上で、再下請先に適切に支払うことが必要です。 

 

３）法定福利費の事業主負担分について 

健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料のうち、

現場労働者の事業主負担分を指します。（※本人負担分は除いてください） 

 

４）建退共制度の掛金について 

建設業退職金共済制度の掛金を支払うために必要な経費です。 

 

（次項に続く） 
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５）安全衛生経費について 

労働安全衛生法等に基づく労働災害防止対策に必要な経費です。 

安全衛生経費は、元下間の安全衛生経費に関する認識のずれが生じる等により、適切な

安全衛生経費の確保がなされないおそれがあります。このため、安全衛生経費について、

建設工事の工種、工事規模、施工場所等により異なることに十分留意しつつ、必要な 

安全衛生経費をできる限り明確にする必要があります。 

 

参考） 
※ 参考：国土交通省 建設工事における安全衛生経費の適切な支払いに向けて （web
サイト） 
 

６）複数の工種が含まれる（合体工種工事）場合の記載方法について 

工種ごと（土木工事、建築・建築機械・建築電気工事、機械設備工事、電気設備工事）

に工事費の内訳を記載すること。なお、建築・建築機械・建築電気は建築として合算す

る。 

 

４．提出の方法 

初度の入札時においては、電子入札システム等により提出すること。 

それ以降（再度以降の入札、不落随契移行時の入札等の場合）においては、落札候補者又

は落札者（以下「落札候補者等」という。）に対し、提出の方法を提示する。（電子入札シス

テム、電子メール、郵送等。入札方式により異なる。） 

 

5．労務費ダンピング調査について 

提出された工事費内訳書（別紙）により、労務費ダンピング調査を行うことがある。詳細

は労務費ダンピング調査実施要領による。 

※ 労務費ダンピング調査実施要領 

URL： 

（次項に続く） 
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５．建設 G メンへの通報等について 

以下に該当する場合、JS は原則として、書面により注意喚起・警告を行い、建設 G メン

に通報する。 

・ 提出期限内に工事費内訳書（別紙）の提出が無い場合 

・ 工事費内訳書（別紙）の内容に不備がある場合 

 

６．契約後に提出する請負代金内訳書について 

契約後１４日以内に提出する、「請負代金内訳書」について、労務費等を記載することと

し、様式を変更する。労務費等の記載については、本実施要領適用日以降の工事請負契約書

第三条による。 

 

７．適用 

 令和 9 年１月 26 日以降に公告する工事から適用する。（予定） 

 

以上 
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令和８年１０月〇日 

 

労務費ダンピング調査実施要領（入札説明書添付資料） 

 
１．はじめに 

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（以下「入契法」という。）につい

ては、令和７年 12 月 12 日に完全施行された。入契法第 12 条及び第 13 条の規定により、

建設業者は公共工事の入札時に労務費等が明示された入札金額の内訳を提出し、発注者はそ

の提出された書類の内容の確認等必要な措置を講じなければならないとされている。  

発注者が入札金額の内訳の記載内容を確認する際、労務費等の適正性を調査する方法の１

つが「労務費ダンピング調査（以下「本調査」という。）」である。 日本下水道事業団（JS）

では本要領に基づき労務費ダンピング調査を実施する。 

 

２．対象 

工事を対象とし、原則として一般競争入札方式における入札時に実施する。 

 

３．調査の対象者 

原則として落札候補者又は落札者（以下「落札候補者等」という。）とする。 

４．本調査の方法 

落札候補者等が提出した工事費内訳書（別紙）における直接工事費（以下「直接工事費

（落札候補者等）」という。）が一定水準額（以下「一定水準額（JS）」という。）以上であ

るかを確認する。 

本調査は開札後に実施することとし、低入札価格調査の対象や、総合評価（施工体制確

認型）の対象となる場合は、平行して調査を行う。なお、総合評価（施工体制確認型）の

場合は、施工体制の確認をもって本調査を実施したものとする。 

（判定について） 

① 直接工事費（落札候補者等） ≧ 一定水準額（JS） 問題なし・本調査終了 

② 直接工事費（落札候補者等） ＜ 一定水準額（JS） 調査継続・理由書必要 

（次項に続く） 
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（一定水準額（JS）について） 

一定水準額（JS）は直接工事費×0.97 （建築・建築機械・建築電気工事においては、（直

接工事費×0.9）×0.97）とする。なお、算定した一定水準額において１万円未満は切り捨て

て算定する。 

 

（複数の工種が含まれる（合体工種工事）における一定水準額ついて） 

工事費内訳書（別紙）において、工種（例：土木、電気など）ごとに内訳を記入する

こととし、工種ごとに直接工事費（落札候補者等）が、一定水準額（JS）以上であるこ

とを確認する。 

 

（４．② 直接工事費（落札候補者）＜一定水準額（JS）となる場合） 

JS から提示される「様式 1_労務費ダンピング調査の結果に基づく労務費の設定理由

（理由書）の提出について（提出依頼書）」に基づき、「様式 2 _労務費の設定理由（理

由書）（以下「理由書」という。）」を提出すること。  

提出された理由書に記載された労務費の設定理由が合理的である場合は、調査を終了

する。 

 

５．建設 G メンへの通報等について 

以下に該当する場合、JS は原則として、書面により注意喚起・警告を行い、建設 G メ

ンに通報する。 

・ 提出期限内に工事費内訳書（別紙）の提出が無い場合 

・ 理由書に記載された労務費設定の理由が合理的でないと JS が判断した場合 

・ 提出期限内に理由書の提出が無い場合 

・ 工事費内訳書（別紙）の内容に不備がある場合 

 

 

（次項に続く） 
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６．工事費内訳書（別紙）の提出について 

原則として、全ての工事において、落札した本工事費における工事費内訳書（別紙）の

提出を求める。工事費内訳書（別紙）については、入札説明書及び工事費内訳書（別紙）

の提出要領による。 

※ 工事費内訳書（別紙）の提出要領 

URL： 

7．適用 

 令和 9 年１月２６日以降に公告する工事から適用する。（予定） 

 

以上 
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様式－３６ 

令和  年  月  日 

 日本下水道事業団 

氏    名    殿 

 

 受注者 住所 

     氏名         

請 負 代 金 内 訳 書 

工   事   名 

契 約 年 月 日     令和   年   月   日 

工       期   自 令和   年   月   日 

            至 令和   年   月   日 
 

費 目 工 種 種 別 細 別 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要 

         

         

         

         

         

         

         

         

内訳 

（直接工事費のうち労務費                   ○,○○○,○○○円） 

（直接工事費のうち材料費                   ○,○○○,○○○円） 

（現場管理費のうち法定福利費の事業主負担額          ○,○○○,○○○円） 

（現場管理費のうち建設業退職金共済制度の掛金         ○,○○○,○○○円） 

（工事原価のうち安全衛生経費                 ○,○○○,○○○円） 

(注) １ ［土木工事］共通仮設費については、内訳として運搬費、準備費、仮設費、事業損失防

止施設費、安全費、役務費、技術管理費、営繕費があり、本工事で該当する項目全てにつ

いて記入するものとする。 

   ２ ［建築工事］建築機械設備、建築電気設備が含まれる場合はすべて記入する。 

   ３ ［機械設備工事及び電気設備工事］記載項目等は、現場説明時における設計書に準じ  

種別の項目まで記入する。 

   ４ 内訳書には、材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事

業主負担額をいう。）、安全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に

契 約 職 
○○○○ 
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関する法律（平成二十八年法律第百十一号）第十条に規定する建設工事従事者の安全及

び健康の確保に関する経費をいう。）並びに建設業退職金共済契約（中小企業退職金共

済法（昭和三十四年法律第百六十号）第二条第五項に規定する特定業種退職金共済契約

のうち、建設業に係るものをいう。）に係る掛金を明示するものとする。 

   注） 「健康保険料等」とは、健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育

て拠出金、雇用保険料及び労働者災害補償保険料をいう。 

５ 内訳欄は 「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成12年法律第

127号）（第12条）の趣旨を踏まえたものである。賃金や工事に必要な材料、適正な施工

を確保するために不可欠な経費等を削減することのないよう、内訳の明示を求めている。 

６ 当面の間、材料費、労務費、建設業退職金共済制度の掛金、安全衛生経費について、次

の①、②の場合は以下のとおり記載すること。（法定福利費は記載を必須とする） 

①  すべてを計上できない場合「算出不能」「計上不可」等その旨がわかるよう記載す

る。 

②  一部のみ計上できない場合、計上可能な分のみ記載し、「一部のみ計上」等その旨

がわかるように記載する。 

例） 

（直接工事費のうち材料費   ○,○○○,○○○（一部のみ計上）円） 

７ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４判とする。 

８ 受注者は、代表者又は代表者から委任を受けている者とする。 

９ 押印は省略可とする。 
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